




「研究の栞（しおり）2023」の刊行に寄せて 

 

 国立研究開発法人水産研究・教育機構は、令和 3（2021）年度から 5 年間の第 5 期中長期計画

に基づいて、水産物の安定的な供給と水産業の健全な発展に貢献するための研究・開発に努めて

います。当機構の水産工学部は、持続可能な水産物生産システムを構築するために、漁船や漁具

など漁業生産技術の高度化、漁港の防災・減災対策や長寿命化対策、そして漁場環境の整備に関

する研究開発を行うとともに、それら新技術の水産業への早期還元を目的として活動しており

ます。 

 「研究の栞」では、水産工学部がどのような研究を行っているのかを読者の方に御理解いただ

けるように、最新の研究トピックスについて「研究の背景・目的」、「研究成果」、「波及効果」に

整理してエッセンスを紹介しております。平成 18（2006）年から毎年発行しており、バックナ

ンバーは水産研究・教育機構のウェブサイト* で閲覧・ダウンロードいただけるようになってい

ます。 

 今号では、浮魚類の音響資源調査に関する技術開発、漁船の自動運航に関する技術開発、水産

業のシステム構造を把握するための研究、魚礁周辺の環境把握に関する技術開発、漁港・漁場の

施設の設計参考図書の改訂等の研究成果を収録しております。なるべく平易な言葉を用いるよ

うに努めたつもりですが、一般的な用語で表現することが難しい内容については専門用語を用

いています。その点については御理解いただき、御容赦下さいますようお願い申し上げます。本

冊子が、水産業や水産研究の発展、水産工学研究への御理解に少しでもお役に立つことができれ

ば幸甚に存じます。引き続きご指導、ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

 

令和 5 年 10 月 1 日 

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産技術研究所 

環境・応用部門 水産工学部長 本田耕一 

 

 

* " https://www.fra.go.jp/home/kenkyushokai/book/kankobutsu_archive.html " （2023.10.1 現在） 
  



 

「研究の栞（しおり）2023」   
令和 5 年度 水産技術研究所 環境・応用部門 水産工学部             

主要研究成果情報リーフレット 

目   次 

No 表  題 所属グループ等 著  者 

1 
水中ドローンとステレオ体長計測技術によ

る魚礁の魚類生物量分布の推定手法の開発 
水産基盤グループ 

多賀悠子・大井邦昭・井上誠章・佐藤允

昭・古市尚基・澤田浩一 

2 
PIV（粒子画像流速測定法）を用いた人工魚

礁周辺の流速分布計測 
水産基盤グループ 

大井邦昭・古市尚基・多賀悠子・井上誠

章・佐藤允昭 

3 漁港の斜路式船揚場の消波特性 水産基盤グループ 大村智宏・古市尚基 

4 漁港・漁場の施設の設計参考図書の改訂 水産基盤グループ 
古市尚基・川俣茂・大村智宏・佐伯公康・

大井邦昭 

5 ベクツイン舵を搭載した船舶の自動離着岸 漁業生産工学グループ 松田秋彦 

6 
システム思考による青森県小型いか釣り 

漁業の経営改善指標作成に向けた取組 
漁業生産工学グループ 安田健二・山本晋玄 

7 
同じ海域で行われる漁業と養殖業における 

共通指標の探索 
漁業生産工学グループ 山本晋玄・安田健二・髙橋竜三・三好潤 

8 
システム思考による島根県沖合底びき網漁

業の持続的発展のための取り組み 
漁業生産工学グループ 

三好潤・髙橋秀行・髙橋竜三・安田健二・

山本晋玄 

９ 
ソナーと計量魚探機を組み合わせた浮魚類

の調査 
漁業生産工学グループ 髙橋竜三・澤田浩一 

 
  



    



    



    

 

 



    

 



    



    



 研究の栞 2023-07  

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産技術研究所 環境・応用部門 水産工学部 
 

図 1 作成したモデルの概要 

同じ海域で行われる養殖業と漁業における 
共通指標の探索 

漁業生産工学グループ 
 

研究の背景・目的 
持続可能な地域水産業の実現に向けて、水産業システムの構造把握のための研究を推

進しています。本研究では、同じ海域で行われる利害関係のある産業を協調させるため
に、産業間で共通の指標を探索、活用することによる課題の解決に取り組んでいます。 
 

研究成果 
同じ海域で行われている養殖業と漁業に注目し、システム・ダイナミクス手法により、

両者の関係性をモデル化しました（図１）。システム・ダイナミクスは、分析対象を一
つのシステム構造と捉えて、システム全体の関係性を把握し、その振る舞いを分析する
手法です。関係する要素の情報を現地関係者の聴取から、モデルの初期値の情報を統計
資料から収集しました。得られた情報から、養殖業と漁業をつなぐ要素として「栄養塩」
が浮かび上がりました。例えば、栄養塩が増えると海域の環境が悪化するため、養殖生
産量が減少し漁獲量が増加する傾向がみられました。あるいは、栄養塩が減ると赤潮の
発生頻度が減り、養殖生産量は安定しますが、漁獲量は少なくなる傾向が見られました。
そこで、栄養塩を鍵とするモデルを構築しました。栄養塩の生産調整施策として、工場・
都市からの排水処理、森林からの流出防止、海底の耕うんをモデルに組み込み、影響を
評価しました。その結果、漁業の漁獲量は改善され、養殖業の生産量も施策なしの場合
を大幅に下回らない可能性が高くなると考えられました（図２）。本研究の結果にもと
づいて、養殖業と漁業がより良いかたちで共存できる管理のあり方について現地関係者
に提案し、議論を進めています。今後も、同じ海域で行われる他の産業の情報を収集し、
モデルを改良する予定です。 
 

波及効果 
 モデルの構築により、共通の指標を探索し、技術と施策の介入できるところが整理さ
れました。このことにより、シミュレーションと調査結果をあわせた評価による施策の
立案、沿岸・流域・島しょなど共用する海や川がある地域を単位とする施策の効果を評
価する方法の開発につながることが期待されます。 
 
 
 
 
 
 
 

 (山本晋玄・安田健二・髙橋竜三・三好潤) 
図２ 施策の影響が反映されたシミュレーション結果 



    



̲研究の栞 2023-09̲ 

国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産技術研究所 環境・応用部門 水産工学部 

ソナーと計量魚探機を組み合わせた浮魚類の調査 
漁業生産工学グループ 

 
研究の背景・目的 

 2020 年の漁業法改正にともなって制定された資源管理基本方針では、対象魚種の資
源評価にもとづいて適切な漁獲量を設定し、持続的に利用可能な資源量とすることを目
標にしています。そのため、精度の良い資源評価を行うことが重要になります。 
 現在、サバ、イワシ、サンマなど浮魚類の資源評価は、主に漁期前の漁獲調査結果に
もとづいて行われていますが、音響調査と組み合わせることでより精確な評価が可能と
なります。浮魚類に対しての音響調査は、表層付近の探査が可能な計量スキャニングソ
ナー(以下、計量ソナー)が有効とされており(図 1 参照)、計量魚群探知機と合わせて用
いることで、様々な魚種のデータ取得が期待できます。そこで、計量ソナーと計量魚群
探知機を組み合わせた浮魚類の調査手法の開発を行っています。 
 

研究成果 
2020 年からサンマを対象として、音響手法と漁獲調査を組み合わせた調査を行って

います。計量ソナーのデータ解析については、海中の音波の１㎥当たりの反射量を、必
要な範囲を限定して迅速に解析できる手法を開発しました。これにより、魚一尾の反射
量を用いて、単位体積当たりの魚の量が推定できるようになりました。また、調査で観
測した範囲（体積）と、漁獲調査などで取得した一尾当たりの重量から、資源量の推定
が可能になりました。今後は、資源量推定の誤差を低減させるために、対象種の反射量
のみを抽出する魚種判別技術の開発を進めていきます。 

 
波及効果 

本手法により、トロール調査では補えない範囲の資源量情報を付加することができる
ため、資源評価の精度向上が見込まれます。また本手法は、サバやイワシなどの資源量
推定にも有効な手段であり、将来的には、魚種間の資源動向を比較することで、サンマ
の不漁の原因究明の一助となることが期待されます。 

(本研究は委託事業「令和 2～4 年度水産資源調査・評価推進委託事業」の一環として実施しました。) 

 
(髙橋竜三・澤田浩一) 

図 1 計量ソナーと計量魚群探知機を併用した調査のイメージ。計量魚群探知機は下向きに
音波を、計量ソナーは横向きに音波を送信する。 










